別紙１　
事業計画書
１．申請者の基本情報 ※1
	事業者名
（商号または名称）
	

	代表者名
	役　職
	
	氏　名
	

	担当者名
連絡先
	部　署
	
	役　職
	

	
	氏　名
	
	TEL
	

	
	MAIL
	

	所在地(新潟市内）
	所在地
	

	会社概要
(該当する箇所のみ記載)
	資本金
	
	常時使用する
従業員数　※2
	

	
	設　立
	　　　年　　　月

	
	主たる業　種※3
	業種名：

□製造業、建設業、運輸業　□卸売業
□サービス業　　　　　　　□小売業
□ゴム製品製造業　　　　　□ソフトウェア業又は情報サービス業
□旅館業　　　　　　　　　□その他の業種

	事業の概要
（貴社全体について記載）
	事業内容
	






	
	主な販路
又は顧客
	






	
	売上構成
	








※1 記載する内容は全て申請日時点としてください。
※2 労働基準法第２０条の規定に基づき「予め解雇の予告を必要とする者」です。パートやアルバイト等については当該条文をもとに個別判断してください。また、会社役員（従業員との兼務役員は除く）および個人事業主本人は含めないものとします。また、以下に該当する者は、常時使用する従業員の数には含めないものとします。
日々雇い入れられる者、2ヶ月以内の期間を定めて雇用される者、または季節的業務に4ヶ月以内の期間を定めて雇用される者（ただし、所定の期間を越えて引き続き雇用されている者は除く）。
※3 貴社が営む事業の内容と実態から、収益上のメインとなる事業を記載してください。





２．補助を受けて実施しようとする事業計画
	（１）事業名（テーマ）
	


	（２）補助事業の目的
	


	（３）現状の課題、分析
	①課題、補助事業に取り組む背景や理由等




	
	②市場の状況（*市場規模、動向、競合、自社の立ち位置など）




	（４）事業計画の内容

	①「新たな」取組の概要
(1)情報発信する内容・媒体を記載



	
	(2)知見を有する外部事業者に期待すること

	
	□上記の取り組みについては、これまで実施していない新たな取組であることを誓約します。

	
	②補助事業のために必要な経費と目的・使途等


	
	経費の内容※5
（購入・契約するもの等）
	目的・使途
（事業を実施する上で計画のどの取組に必要なのかを説明）

	
	

	

	
	

	

	
	

	

	
	

	

	
	

	

	
	□補助事業により取得し、または効用の増加した上記財産等は補助事業以外の目的に使用しないことを誓約します。

	（５）補助事業の実施により期待される効果と目標等
	①新たな取組により期待される効果、今後の展開等


	
	②目標
（（５）①の成果における定量的な数値目標※等を記載）
※WEBであればインプレッション数やユニークユーザー数、
　動画であればview数、商談数等





	（６）売上目標
	令和　年　月期
（直近）※6
	令和　年　月期
（１年目）
	令和　年　月期
（２年目）
	令和　年　月期
（３年目）

	
	
千円
	
千円
	
千円
	
千円

	（７）事業実施期間
	令和　年　月　日　　から　　令和　年　月　日　　まで


	（８）
スケジュール
	取組項目
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月

	
	ブランディングのコンサル
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	コンテンツ制作
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	発信・掲載
	
	
	
	
	
	
	
	


※5 【別紙２】収支予算書兼補助対象経費積算明細書の「補助対象経費」として計上する経費と一致させてください。
※6 法人は直近の損益計算書、個人事業主は直近の確定申告書又は所得税青色申告決算書の売上を記載してください。

３．制作コンテンツのイメージ
	コンテンツのイメージ図や原案について記載してください。文章のみでも構いません。
（発注先の提案書等の添付も可とします。）

	
















４．賃上げ目標（任意）
	賃上げの目標を現時点で設定できる場合は記載してください。
記載があった場合、審査において加点されます。

	








（全体的な注意事項）
・図表を用いても構いません。
・記載する欄が足りない場合は、行の追加や行の高さを変更するなど適宜対応してください。必要に応じて別紙を添付してもかまいません。
・虚偽の申請を行った場合、新潟市ブランド力向上・魅力発信サポート補助金交付要綱の定めにより交付決定を取り消します。
